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●１‐１ 首都圏各地域の人口と人口増加率の状況

●１‐２ 首都圏における総人口に占める年齢３区分別人口割合の状況 （単位：％）

●１‐３ 首都圏における６５歳以上単身世帯の状況

１ 人口の状況

人口（千人） 人口増加率(%)
昭和６０年 平成２年 平成７年 平成１２年 平成１７年 Ｓ６０～Ｈ２ Ｈ２～７ Ｈ７～１２ Ｈ１２～１７

全国 １２１，０４９ １２３，６１１ １２５，５７０ １２６，９２６ １２７，７５７ ２．１ １．６ １．１ ０．７
首都圏 ３７，６１８ ３９，３９６ ４０，４０２ ４１，３２２ ４２，３７２ ４．７ ２．６ ２．３ ２．５
東京都 １１，８２９ １１，８５６ １１，７７４ １２，０６４ １２，５７１ ０．２ －０．７ ２．５ ４．２
東京都区部 ８，３５５ ８，１６４ ７，９６８ ８，１３５ ８，４８３ －２．３ －２．４ ２．１ ４．３
都心３区 ３２５ ２６６ ２４４ ２６８ ３２６ －１８．２ －８．４ １０．０ ２１．５
近隣３県 １８，４４４ １９，９４１ ２０，８０３ ２１，３５４ ２１，９０１ ８．１ ４．３ ２．６ ２．６
周辺４県 ７，３４５ ７，６００ ７，８２５ ７，９０４ ７，９００ ３．５ ３．０ １．０ －０．０

昭和５５年 昭和６０年 平成２年 平成７年 平成１２年

０～１４歳人口

全国 ２３．５ ２１．５ １８．２ １５．９ １４．６
首都圏 ２３．７ ２１．１ １７．３ １５．０ １３．８
東京都 ２０．６ １８．０ １４．６ １２．７ １１．８
近隣３県 ２５．７ ２２．６ １８．１ １５．６ １４．３
周辺４県 ２４．１ ２２．５ １９．３ １６．９ １５．３

１５～６４歳人口

全国 ６７．３ ６８．２ ６９．５ ６９．４ ６７．９
首都圏 ６８．７ ７０．２ ７２．３ ７２．６ ７１．１
東京都 ７１．５ ７３．０ ７４．１ ７３．９ ７２．０
近隣３県 ６７．８ ６９．９ ７２．９ ７３．５ ７２．０
周辺４県 ６６．２ ６６．７ ６８．０ ６８．１ ６７．１

６５歳以上人口

全国 ９．１ １０．３ １２．０ １４．５ １７．３
首都圏 ７．５ ８．６ １０．０ １２．２ １５．０
東京都 ７．７ ８．９ １０．５ １３．０ １５．８
近隣３県 ６．５ ７．５ ８．８ １０．８ １３．６
周辺４県 ９．７ １０．９ １２．６ １５．０ １７．５

昭和５５年 昭和６０年 平成２年 平成７年 平成１２年

６５歳以上
単身世帯数
（単位：千世帯）

全国 ８８１ １，１８１ １，６２３ ２，２０２ ３，０３２
首都圏 ２０９ ２８６ ４１４ ５９４ ８８１
東京都 １０１ １３４ １８７ ２６５ ３８８
近隣３県 ７１ １０２ １５７ ２３４ ３６２
周辺４県 ３７ ５０ ７０ ９５ １３１

一般世帯総数
に占める割合
（単位：％）

全国 ２．５ ３．１ ４．０ ５．０ ６．５
首都圏 １．８ ２．３ ３．０ ４．０ ５．５
東京都 ２．４ ３．０ ４．０ ５．３ ７．２
近隣３県 １．４ １．８ ２．４ ３．２ ４．６
周辺４県 １．９ ２．４ ３．１ ３．８ ４．９

６５歳以上人口
に占める単身
者割合
（単位：％）

全国 ８．３ ９．５ １０．９ １２．１ １３．８
首都圏 ７．８ ８．８ １０．５ １２．０ １４．２
東京都 １１．３ １２．７ １５．１ １７．３ ２０．３
近隣３県 ６．４ ７．４ ９．０ １０．４ １２．５
周辺４県 ５．４ ６．３ ７．３ ８．１ ９．５

資料：「国勢調査」（総務省）により国土交通省国土計画局作成。ただし、平成１７年数値は要計表による速報値

注 ：内訳の合計が１００％とならないのは、数値の四捨五入の関係及び人口割合の分母である「総人口」に「年齢不詳」を含むこと、
による。

資料：「国勢調査」（総務省）により国土交通省国土計画局作成

資料：「国勢調査」（総務省）により国土交通省国土計画局作成
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東京圏 
（埼玉県、千葉県、 
東京都、神奈川県） 

その他 

－114,678

関西圏 
（京都府、大阪府、 
兵庫県、奈良県） 

名古屋圏 
（岐阜県、愛知県、 

三重県） 

15,012

87,233

17,10310,342

4,84822,607

2,757

114,688

－15,022

●１‐４ 大都市圏における人口移動量（平成１７年）

●１‐５ 業務核都市における人口の状況 （単位：人）
昭和５５年 昭和６０年 平成２年 平成７年 平成１２年 平成１７年

全国 １１７，０６０，３９６ １２１，０４８，９２３ １２３，６１１，１６７ １２５，５７０，２４６ １２６，９２５，８４３ １２７，７５６，８１５

首都圏 ３５，７０１，５５９ ３７，６１８，３４０ ３９，３９６，４８３ ４０，４０２，０５４ ４１，３２１，８８３ ４２，３７１，７０２

東京都区部 ８，３５１，８９３ ８，３５４，６１５ ８，１６３，５７３ ７，９６７，６１４ ８，１３４，６８８ ８，４８３，０５０

業務核都市計注１ ８，６７１，４１３ ９，３９４，６９５ １０，１８４，１１５ １０，６１５，７２８ １１，０２１，８４２ １１，４４９，５０４

横浜市 ２，７７３，６７４ ２，９９２，９２６ ３，２２０，３３１ ３，３０７，１３６ ３，４２６，６５１ ３，５７９，１３３

川崎市 １，０４０，８０２ １，０８８，６２４ １，１７３，６０３ １，２０２，８２０ １，２４９，９０５ １，３２７，００９

厚木市 １４５，３９２ １７５，６００ １９７，２８３ ２０８，６２７ ２１７，３６９ ２２２，３４９

町田市 ２９５，４０５ ３２１，１８８ ３４９，０５０ ３６０，５２５ ３７７，４９４ ４０４，７９８

相模原市注２ ４６９，０５３ ５１７，０８３ ５７０，１７２ ６１２，３０８ ６４６，８０２ ６６７，６８３

八王子市 ３８７，１７８ ４２６，６５４ ４６６，３４７ ５０３，３６３ ５３６，０４６ ５６０，０４８

立川市 １４２，６７５ １４６，５２３ １５２，８２４ １５７，８８４ １６４，７０９ １７４，２８７

多摩市 ９５，２４８ １２２，１３５ １４４，４８９ １４８，１１３ １４５，８６２ １４５，８８７

青梅市 ９８，９９０ １１０，８２８ １２５，９６０ １３７，２３４ １４１，３９４ １４２，３３３

川越市 ２５９，３１４ ２８５，４３７ ３０４，８５４ ３２３，３５３ ３３０，７６６ ３３３，７６５

熊谷市注３ １６８，４２９ １７７，８６９ １８７，９６８ １９２，５２３ １９２，５２７ １９１，１０９

さいたま市注４ ８７９，２９１ ９２２，７５７ １，００７，５６９ １，０７８，５４５ １，１３３，３００ １，１７６，２６９

春日部市注５ １８７，９１３ ２０７，０２１ ２２６，４４９ ２３８，５９８ ２４０，９２４ ２３８，４９９

越谷市 ２２３，２４１ ２５３，４７９ ２８５，２５９ ２９８，２５３ ３０８，３０７ ３１５，７８２

柏市注６ ２７２，９０４ ３１１，１５５ ３４７，００２ ３６２，８８０ ３７３，７７８ ３８１，０１６

土浦市注７ １２１，３００ １２９，２３６ １３７，０５３ １４１，８６２ １４４，１０６ １４４，０６０

つくば市注８ １２７，４０２ １５０，０７４ １６８，４６６ １８２，３２７ １９１，８１４ ２００，５４６

牛久市注９ ４０，１６４ ５１，９２６ ６０，６９３ ６６，３３８ ７３，２５８ ７７，２２０

成田市注１０ ８５，８９７ ９５，０４９ １０５，８５５ １１２，６６２ １１６，８９８ １２１，１５０

千葉市 ７４６，４３０ ７８８，９３０ ８２９，４５５ ８５６，８７８ ８８７，１６４ ９２４，３５３

木更津市 １１０，７１１ １２０，２０１ １２３，４３３ １２３，４９９ １２２，７６８ １２２，２０８

注 ：数字は転入者数と転出者数の差（人）を表す。
資料：「住民基本台帳人口移動報告」（総務省）により国土交通省国土計画局作成

注１：業務核都市（東京都市圏の広域連携拠点）に含まれる表中の市を対象とした。
市のデータは平成１８年３月末現在の境域とし、市の一部が業務核都市に指定されている場合も、市全域のデータとした。

注２：相模原市には、津久井町及び相模湖町の数値を含む。
注３：熊谷市には、大里町（村）及び妻沼町の数値を含む。
注４：さいたま市には、浦和市、大宮市、与野市及び岩槻市の数値を含む。
注５：春日部市には、庄和町の数値を含む。
注６：柏市には、沼南町の数値を含む。
注７：土浦市には、新治村の数値を含む。
注８：つくば市には、大穂町、豊里町、谷田部町、桜村、筑波町及び茎崎町の数値を含む。
注９：牛久市には、牛久町の数値を含む。
注１０：成田市には、下総町及び大栄町の数値を含む。
資料：「国勢調査」（総務省）により国土交通省国土計画局作成。ただし、平成１７年数値は要計表による速報値
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●１‐６ 業務核都市における事業所数（民営）の状況 （単位：事業所）

●１‐７ 業務核都市における従業者数（民営）の状況 （単位：人）

昭和５６年 昭和６１年 平成３年 平成６年 平成８年 平成１１年 平成１３年 平成１６年

全国 ６，２９０，７０３ ６，５１１，７４１ ６，５５９，３７７ ６，５５０，２４５ ６，５２１，８３７ ６，２０３，２４９ ６，１３８，３１２ ５，７２８，４９２

首都圏 １，８４２，７４１ １，９３２，０４１ １，９６０，６５０ １，９６６，９４３ １，９７０，０２７ １，８７０，６４８ １，８６０，９２８ １，７３８，６５６

東京都区部 ６５６，７６９ ６５７，４９９ ６３４，１１４ ６２９，３６７ ６２０，９５９ ５８０，５３１ ５７７，５４５ ５３８，６０２

業務核都市計注１ ３４２，９２２ ３７２，７７７ ３９５，３０１ ４００，０２５ ４０６，５９９ ３８７，２１０ ３８５，４３８ ３６２，１４２

横浜市 １１０，６８３ １１６，２００ １２０，８６１ １２１，０９２ １２３，０４０ １１５，１００ １１４，５６３ １０７，２０１

川崎市 ４２，１６２ ４４，１２４ ４６，２７５ ４６，６９１ ４５，９４２ ４３，２５５ ４２，０２３ ４１，２４９

厚木市 ７，０４２ ８，６９３ ９，８５８ １０，４５２ １０，５３９ １０，３４７ １０，１２０ ９，４７２

町田市 ８，９０４ ９，４９１ １０，０５５ １０，４３４ １１，８５０ １１，３７４ １１，６７９ １１，３３２

相模原市注２ １８，５１２ ２０，９５４ ２２，９７１ ２３，３８１ ２３，１９３ ２４，４２７ ２３，６８０ ２２，６２０

八王子市 １４，４８９ １５，６６７ １６，５８０ １６，９４７ １９，２０５ １８，２８１ １８，６２０ １７，７０９

立川市 ７，５４３ ７，８３４ ７，５６４ ７，３５２ ７，４１０ ７，０４５ ７，３４５ ７，２２５

多摩市 １，６９５ ２，１７８ ２，９２６ ３，１２６ ３，４０８ ３，３８２ ３，６４０ ３，１９０

青梅市 ４，３０１ ４，７２３ ４，９４６ ５，００５ ５，１８７ ４，８７２ ５，０７４ ４，８０４

川越市 １０，０７９ １１，１０７ １１，５６０ １１，５９９ １１，３９８ １０，９１４ １１，０９４ １０，２４１

熊谷市注３ ８，９８６ ９，３２０ ９，３２５ ９，４０６ ９，５９４ ９，２２８ ９，１７５ ８，３５１

さいたま市注４ ３４，７７７ ３８，７６５ ４１，８９５ ４２，７１１ ４３，４２４ ４１，１３０ ４１，０２１ ３６，７６９

春日部市注５ ６，７４６ ８，３６６ ８，８０７ ８，９０２ ９，０５６ ８，６８１ ８，５９９ ７，６９０

越谷市 ７，６７８ １０，３２３ １１，８２８ １１，９７４ １２，６１４ １１，９４０ １１，２６９ １０，７３８

柏市注６ ９，０９６ １０，２２７ １１，７３５ １１，８３０ １１，８６９ １１，４３３ １１，１１２ １０，３６０

土浦市注７ ７，３０５ ７，８０１ ７，９１６ ７，９０５ ７，９６０ ７，４０２ ７，２２２ ６，７３７

つくば市注８ ４，８５３ ５，８５４ ６，３１６ ６，５２２ ７，２９６ ７，０５１ ７，０８０ ６，９５３

牛久市注９ １，１８９ １，３７４ １，５７４ １，８３０ ２，１１４ ２，１７８ ２，３８０ ２，４２２

成田市注１０ ４，０６６ ４，４９３ ４，８３０ ５，００６ ５，１１２ ４，８３２ ５，１５０ ４，９６０

千葉市 ２７，３０５ ２９，４４２ ３１，６９０ ３１，９８０ ３０，８３４ ２９，１５７ ２９，２９０ ２７，１９５

木更津市 ５，５１１ ５，８４１ ５，７８９ ５，８８０ ５，５５４ ５，１８１ ５，３０２ ４，９２４

昭和５６年 昭和６１年 平成３年 平成６年 平成８年 平成１１年 平成１３年 平成１６年

全国 ４５，９６１，２６６ ４９，２２４，５１４ ５５，０１３，７７６ ５４，３６６，０１５ ５７，５８３，０４２ ５３，８０６，５８０ ５４，９１２，７０３ ５２，０６７，３９６

首都圏 １４，７８３，６２１ １６，３５８，７５３ １８，６６３，６２６ １８，３１８，７０７ １９，５０５，８１３ １８，０７９，１７２ １８，７９８，３６５ １７，９５３，４６０

東京都区部 ５，９８３，７４０ ６，３１２，５８１ ６，９６４，６４０ ６，５７０，６６１ ７，０４０，１９６ ６，３１９，４０６ ６，７１１，５１０ ６，４５６，６００

業務核都市計注１ ２，８４８，２４８ ３，３００，９７５ ３，９４１，７５１ ３，９８６，９９９ ４，２４３，６２１ ４，００１，９１９ ４，１２３，４１８ ３，９３６，８８３

横浜市 ９３８，９９４ １，０４４，２３６ １，２１６，３０９ １，２１８，５８２ １，２８９，３７２ １，２１５，５２４ １，２４６，７１４ １，１８５，７７８

川崎市 ４１４，８７２ ４５４，３５５ ５０５，１６８ ４９９，２６９ ５０４，１１８ ４６８，１４０ ４６４，６５５ ４４７，９８３

厚木市 ７３，６９２ １０２，９３６ １３３，３４２ １３９，１４１ １４５，８７１ １３５，０９６ １３５，７１２ １２８，４０４

町田市 ６５，８８４ ８１，５７４ ９６，１４１ ９９，１６３ １１３，１３０ １０５，９４３ １１５，５４９ １１６，９９２

相模原市注２ １４５，５５６ １７５，６５２ ２１３，６６７ ２１９，０４３ ２２４，１３２ ２２５，１０１ ２２６，３１７ ２１２，５５１

八王子市 １１５，６３８ １３９，０２９ １６９，５４７ １６９，２８１ １９８，９５１ １８７，９７４ １９７，０７４ １９１，７１３

立川市 ６０，２７９ ７１，３５２ ８４，６３７ ８１，０３３ ８２，０１５ ７９，４４０ ８８，８２３ ８４，８２３

多摩市 １５，０１８ ２１，６９３ ４０，２７９ ４４，８６７ ４８，１７８ ５１，３００ ５２，５８２ ４９，８０５

青梅市 ３３，４３７ ４０，０１５ ４９，６４４ ４７，３１３ ５１，１８２ ４９，６３７ ５２，９２９ ５０，８６９

川越市 ７９，０５３ ９７，３８４ １１３，７６３ １１３，７１６ １２０，６９９ １１１，９６２ １２０，８３８ １１６，８５６

熊谷市注３ ６２，７０９ ７２，０５８ ８０，３７６ ７８，６６１ ８４，７９８ ８１，００８ ８２，２９６ ７８，７３４

さいたま市注４ ２７６，４９７ ３２１，４８３ ３９０，５３２ ４０２，６２１ ４４１，１６２ ４１０，５０４ ４２０，４３９ ３９７，３３４

春日部市注５ ３９，６７３ ５１，５２１ ６２，１７４ ６２，７９６ ６７，６６９ ６２，８６８ ６３，２９９ ５９，１７０

越谷市 ４８，３６３ ６９，０２８ ８９，１５２ ９０，１２１ ９８，２３５ ９２，８２４ ９２，３６０ ８７，９６７

柏市注６ ７０，５１４ ８４，４４１ １０９，３６３ １１２，５６２ １１８，４７２ １１４，２７０ １１８，３３５ １１１，６３７

土浦市注７ ５５，７０８ ６２，３６５ ７１，８７３ ７０，４５８ ７６，１５７ ７０，３６６ ７１，５８５ ６７，５８１

つくば市注８ ２７，８７４ ４１，７９７ ５５，９４８ ６０，０２９ ７１，４９４ ７０，３０２ ７３，９６８ ７３，７０９

牛久市注９ ７，２８０ ９，２８５ １３，３５１ １５，０８４ １７，２８３ １７，８７１ １９，９７３ ２１，６２４

成田市注１０ ４５，７４４ ５３，０３３ ７１，５１０ ７３，０５７ ８０，５１０ ７８，５７０ ８５，７６１ ８５，０７３

千葉市 ２３６，１６２ ２６６，３０６ ３２７，９０８ ３４７，３２８ ３６４，１７５ ３３２，１７３ ３５０，９８４ ３２６，４１１

木更津市 ３５，３０１ ４１，４３２ ４７，０６７ ４２，８７４ ４６，０１８ ４１，０４６ ４３，２２５ ４１，８６９

注 ：「１‐５ 業務核都市における人口の状況」の脚注を参照。
資料：「事業所・企業統計調査」（総務省）により国土交通省国土計画局作成

注 ：「１‐５ 業務核都市における人口の状況」の脚注を参照。
資料：「事業所・企業統計調査」（総務省）により国土交通省国土計画局作成
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（年度） 

●２‐１ 事務所・店舗等床面積の推移

●２‐２ 事務所着工床面積の推移

２ 活力創出に資する機能の状況

注１：事務所・店舗等とは、木造の事務所・銀行及び店舗並びに非木造の事務所・店舗・百貨店及び銀行を指す。
注２：折れ線グラフは、それぞれ対全国比を表す。
資料：「固定資産の価格等の概要調書」（総務省）により国土交通省国土計画局作成

注 ：折れ線グラフは、それぞれ対全国比を表す。
資料：「建築統計年報」（国土交通省）により国土交通省国土計画局作成
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東京都 首都圏 東京圏 近隣３県 周辺４県 

●２‐３ 製造業の対全国シェアの推移

●２‐４ ソフト系IT産業の市町村別事業所数

平成１２年
９月

平成１３年
９月

平成１４年
９月

平成１５年
９月

平成１６年
９月

平成１７年
９月

茨城県 ５３６ ５６７ ５７８ ５９０ ５８４ ５７９

水戸市 １０７ １０７ １１５ １１６ １１４ １０６

日立市 ９３ ９８ ９８ ９７ ９４ ９６

つくば市 ７８ ８７ ８５ ８３ ８５ ８９

ひたちなか市 ５４ ６０ ６２ ６６ ６７ ６５

土浦市 ５３ ４９ ４４ ４８ ４５ ４２

栃木県 ２７６ ３０８ ３０８ ３２４ ３１５ ３２８

宇都宮市 １４１ １５５ １６９ １７７ １７６ １７６

群馬県 ４６５ ４７７ ４７７ ４５１ ４４５ ４４６

前橋市 １３９ １３９ １３７ １３６ １３２ １３４

高崎市 １３３ １３３ １３３ １３０ １２１ １２５

太田市 ５０ ５２ ４６ ４４ ４７ ４３

埼玉県 ８８６ ９０６ ９０２ ９２０ ９１７ ９２０

さいたま市 ２４２ ２６３ ２６２ ２５８ ２６１ ２６２

浦和市 １２３ － － － － －

大宮市 １１９ － － － － －

与野市 １５ － － － － －

川越市 ５５ ６０ ５６ ５６ ５７ ６０

川口市 ６２ ５７ ５６ ６０ ５３ ５３

千葉県 ８３１ ８４８ ８１８ ８３０ ８３０ ８７９

千葉市 １９２ １９９ １９２ １９０ ２０１ ２１０

船橋市 ８０ ８３ ８２ ８７ ８４ ８９

市川市 ７６ ７５ ７９ ７０ ６９ ７６

柏市 ７５ ７２ ７２ ６７ ６４ ８３

松戸市 ６８ ６９ ６０ ６７ ６７ ６８

平成１２年
９月

平成１３年
９月

平成１４年
９月

平成１５年
９月

平成１６年
９月

平成１７年
９月

東京都 １０，２６６ １０，８７０ １０，６２１ １０，８７１ １０，７９６ １０，９８０

２３区 ９，２７５ ９，８４５ ９，９３８ ９，８４７ ９，７７０ ９，９７５

八王子市 １４４ １４９ １５３ １３４ １４１ １３２

府中市 １０８ １１２ １０７ １０５ ９５ ８６

立川市 １０２ １０５ １１４ １１２ １１３ １１３

町田市 ９１ ９１ １０１ ９８ ９６ ９６

武蔵野市 ９１ ８７ ８５ ８７ ８７ ８４

三鷹市 ５５ ６０ ５７ ５３ ５２ ５６

多摩市 ５３ ６０ ６６ ６２ ６２ ６１

神奈川県 ２，０８８ ２，１７６ １，７７２ ２，１５７ ２，１８１ ２，２４７

横浜市 １，１０６ １，１５１ １１２３ １，１４１ １，１３２ １，１８２

川崎市 ３８２ ３８７ ３８９ ３９４ ３９５ ３９０

相模原市 １１６ １１６ １１４ １０９ １０９ １１４

藤沢市 ７４ ７８ ７６ ７９ ９０ ８４

厚木市 ６９ ７６ ７０ ７０ ７２ ７５

山梨県 １６５ １６５ ９４ １８０ １８１ １８９

甲府市 ８３ ８６ ９４ ９２ ９１ ９２

首都圏計 １５，５１３ １６，３１７ １６，３９９ １６，３２３ １６，２４９ １６，５６８

全国計 ３３，７７８ ３５，７６９ ３６，１０６ ３５，８２８ ３５，９５７ ３６，６６９

資料：「工業統計表」（経済産業省）により国土交通省国土計画局作成

注１：さいたま市の平成１２年９月は浦和市・大宮市・与野市を合計したもの。
注２：ソフト系IT産業はタウンページの業種分類において以下の３業種

ソフトウェア業・情報処理サービス・インターネット関連サービス
資料：NTTタウンページデータにより国土交通省国土計画局作成
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●２‐５ 各都県における主要農業・林業・水産業部門のシェア等

主要農業部門のシェア等（平成１６年）

主要林業部門のシェア等（平成１６年）

海面における主要水産業部門のシェア等（平成１６年）

漁業生産額
（海面漁業・養殖業）

（億円）
全国順位

漁業生産額魚種別シェア（％） 生産量
（海面漁業・養殖業）
（千t）

海面漁業 海面養殖業
１位 ２位 １位

全 国 １４，９９８ まぐろ類 １４．７ いか類 ９．７ 海藻類 ２７．３ ５，６７０

首 都 圏 ９４０ まぐろ類 １７．７ いわし類 １４．７ 海藻類 ９３．２ ５７９

千 葉 県 ３５２ １４ いわし類 ２０．４ その他の魚類 １８．９ 海藻類 ９４．８ ２４３

東 京 都 ２７２ １７ かつお類 ３８．０ まぐろ類 ３０．６ × ８３

茨 城 県 １５３ ２８ いわし類 ３５．０ いか類 １０．２ × １９６

神奈川県 １６２ ２７ まぐろ類 ３８．３ いわし類 ９．４ 海藻類 ９６．５ ５７

栃 木 県 － － － － － －

群 馬 県 － － － － － －

埼 玉 県 － － － － － －

山 梨 県 － － － － － －

林業産出額
（千万円）

全国順位
林業産出額主要部門別シェア（％） 森林面積

（千ha）１位 ２位 ３位

全 国 ４３，７４１ 木材生産 ５０．４ 栽培きのこ類 ４７．２ 薪炭生産 １．５ ２４，４９０

首 都 圏 ３，９２１ 栽培きのこ類 ６３．４ 木材生産 ３４．５ 薪炭生産 ２．１ １，７４５

群 馬 県 １，２５６ １１ 栽培きのこ類 ８３．０ 木材生産 １６．２ 薪炭生産 ０．７ ４０５

栃 木 県 １，０８８ １３ 栽培きのこ類 ５１．４ 木材生産 ４７．７ 薪炭生産 ０．９ ３４４

茨 城 県 ７８７ １９ 栽培きのこ類 ５９．１ 木材生産 ３８．０ 薪炭生産 ２．８ １８９

埼 玉 県 ２６１ ３６ 栽培きのこ類 ６０．９ 木材生産 ３７．５ 薪炭生産 １．５ １２３

千 葉 県 １９７ ３９ 栽培きのこ類 ５７．４ 木材生産 ４１．６ 薪炭生産 １．５ １６３

山 梨 県 １６３ ４１ 栽培きのこ類 ４６．６ 木材生産 ３６．８ 薪炭生産 １６．６ ３４８

神奈川県 ９５ ４４ 木材生産 ５４．７ 栽培きのこ類 ３８．９ 薪炭生産 ６．３ ９５

東 京 都 ７４ ４５ 木材生産 ５４．１ 栽培きのこ類 ４５．９ － ７８

農業産出額
（億円） 全国順位

農業産出額部門別シェア（％） 耕地面積
（千ha）１位 ２位 ３位

全 国 ８９，１４３ 畜産 ２９．４ 野菜 ２３．９ 米 ２２．６ ４，７１４

首 都 圏 １７，３７３ 野菜 ３６．８ 畜産 ２５．３ 米 １９．７ ６６３

千 葉 県 ４，２２４ ２ 野菜 ４１．７ 畜産 ２３．４ 米 １８．５ １３５

茨 城 県 ４，２０３ ３ 野菜 ３７．５ 畜産 ２３．９ 米 ２３．１ １７８

栃 木 県 ２，７６９ １０ 畜産 ３１．６ 米 ３０．９ 野菜 ２６．５ １３１

群 馬 県 ２，２８１ １５ 畜産 ３９．８ 野菜 ３６．４ 米 ９．４ ７９

埼 玉 県 １，９６８ １９ 野菜 ４２．７ 米 ２４．３ 畜産 １６．２ ８５

山 梨 県 ８６７ ３４ 果実 ６１．５ 野菜 １３．１ 畜産 ９．３ ２６

神奈川県 ７６１ ３６ 野菜 ４８．８ 畜産 ２４．７ 果実 １０．８ ２１

東 京 都 ３００ ４７ 野菜 ５８．０ 花き １７．３ 畜産 ７．３ ８

資料：「生産農業所得統計」、「耕地及び作付面積統計」（農林水産省）により国土交通省国土計画局作成

資料：「生産林業所得統計」、「２０００年世界農林業センサス」（農林水産省）により国土交通省国土計画局作成

資料：「漁業・養殖業生産統計」（農林水産省）により国土交通省国土計画局作成
※東京都・茨城県における海面養殖業の魚種別生産額については、秘密保護上統計数値を公表していない。
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●２‐６ 大学・短期大学・大学院学生数の対全国シェアの推移

●２‐７ 社会人特別選抜による大学学部及び大学院への入学者

注 ：地域区分は、在籍する学部、研究科、学科等の所在地による。
資料：「学校基本調査」（文部科学省）、「平成１７年国勢調査」（総務省）により国土交通省国土計画局作成

注 ：大学院は、修士課程、博士課程、専門職学位課程（平成１５年４月創設）の社会人入学者数の合計値
資料：文部科学省資料により国土交通省国土計画局作成
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浮遊粒子状物質（SPM） 
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4,1104,110  4,110 
4,674 

●３‐１ 二酸化窒素及び浮遊粒子状物質（SPM）の環境基準達成状況（自動車排出ガス測定局）

●３‐２ 都市公園開園面積の推移

●３‐３ 緑地保全関連制度の指定状況

３ 環境との共生

S６１年度 H５年度 H１６年度
地区数 面積（ha） 地区数 面積（ha） 地区数 面積（ha）

特別緑地保全地区 ２２ １４３ ４７ ２８１ １０５ ４５３
近郊緑地保全区域 １８ １５，６９３ １８ １５，６９３ １８ １５，６９３
近郊緑地特別保全地区 ８ ６５３ ８ ６５５ ９ ７５９
歴史的風土保存区域 ５ ９５６ ５ ９５６ ５ ９８９
歴史的風土特別保存地区 ９ ２６６ １３ ５７１ １３ ５７４

資料：「大気汚染状況報告書」（環境省）により国土交通省国土計画局作成

注 ：各年度３月３１日現在の数値。
資料：国土交通省資料により国土交通省国土計画局作成

注 ：各種制度は、都市緑地法、首都圏近郊緑地保全法、古都における歴史的風土の保存に関する特別措置法による。
特別緑地保全地区には近郊緑地特別保全地区を含まない。

資料：国土交通省資料により国土交通省国土計画局作成
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●３‐４ 首都圏における産業廃棄物の排出量及び全国のリサイクル率の推移

●３‐５ 首都圏における一般廃棄物の処理方法別の排出量及びリサイクル率の推移

●３‐６ 首都圏における一般廃棄物最終処分場の残余年数の推移

資料：環境省資料により国土交通省国土計画局作成

注１：処分方法別の処分量を元に作成している。
注２：「資源化等の中間処理」の処理方法は、高速堆肥化施設、粗大ごみ処理施設、資源化等を行う施設、ごみ燃料化施設及びそ

の他における処理をいう。
注３：排出量には集団回収量は含まない。
注４：リサイクル率＝（中間処理後の再生利用量＋直接資源化量＋集団回収量）／（ごみ排出総量＋集団回収量）。
資料：環境省資料により国土交通省国土計画局作成

注 ：残余年数＝当該年度の処分場残余容量／（当該年度の最終処分量／埋立ごみ比重（＝０．８１６３））。
資料：環境省資料により国土交通省国土計画局作成
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●４‐１ 首都圏の利用関係別の新設住宅着工戸数の推移

●４‐２ 首都圏の地域別の新設住宅着工戸数の推移

●４‐３ 最低居住水準未満の世帯の割合 （％）

４ 快適な居住空間の整備

全 国
関 東 大 都 市 圏

うち持ち家 うち借家
うち３～５人世帯

４．１７ ６．３ １．８ １２．７ １４．８

注 ：「持家」とは、建築主が自分で居住する目的で建築するもの。「貸家」とは、建築主が賃貸する目的で建築するもの。「給与
住宅」とは、会社、官公署、学校等がその社員、職員、教員等を居住させる目的で建築するもの。「分譲住宅」とは、建て
売り又は分譲の目的で建築するもの。

資料：「住宅着工統計」（国土交通省）により国土交通省国土計画局作成

資料：「住宅着工統計」（国土交通省）により国土交通省国土計画局作成

注 ：「最低居住水準」とは、住宅建設五箇年計画においてすべての世帯が確保すべき水準として位置付けられたもの。例えば４
人世帯の場合で住戸専用面積５０㎡である。「関東大都市圏」とは、東京特別区、横浜市、川崎市、千葉市、さいたま市（以
下「中心市」）及び周辺市町村。「周辺市町村」とは、中心市への通勤通学者（１５歳以上）の割合が当該市町村人口の１．５％
以上でかつ中心市と連接している市町村等。

資料：「住宅・土地統計調査（Ｈ１５）」（総務省）により国土交通省国土計画局作成
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（百億円） 

●５‐１ 首都圏における渋滞損失時間の推移

●５‐２ 東京圏主要鉄道路線における混雑時の平均混雑率等の推移

●５‐３ 首都圏と全国の貿易額の推移

５ 将来に引き継ぐ社会資本の整備

区分 モニタリング区間
渋滞損失時間（Ｈ１５）

モニタリング区間
渋滞損失時間（Ｈ１６）

対前年度比
（Ｈ１６／Ｈ１５）

単 位 万人時間／人 万人時間／人
全 国 ２１９，１５７ ２１６，２１８ ０．９９

都

道

府

県

東 京 都 ２８，４１６（１） ２７，３８８（１） ０．９６（２５）
神 奈 川 県 １２，４２３（４） １２，３８０（４） １．００（１７）
千 葉 県 ８，３２１（８） ８，３９２（９） １．０１（１２）
埼 玉 県 ９，９５２（５） ９，８８８（５） ０．９９（１９）
茨 城 県 ４，８１６（１３） ４，３２２（１４） ０．９０（４１）
栃 木 県 ２，５９５（２３） ２，４０８（２４） ０．９３（３５）
群 馬 県 ３，４５９（１８） ２，７７９（２１） ０．８０（４６）
山 梨 県 １，９３１（３１） １，９２６（３０） １．００（１６）

注１：「渋滞損失時間」とは、渋滞がない場合の所要時間と実際の所要時間の差を求めたもの。年間１万人時間の損失とは、１年間
に１万人の人が各々１時間損失することを意味する。

注２：「モニタリング区間」とは、全国の一般都道府県道以上の道路の各区間について、１kmあたりの渋滞損失時間の高い順（平
成１５年度）に並べ、累積渋滞損失時間の上位６割の区間を抽出したもの。

注３：（ ）内は全国における順位。
資料：国土交通省資料により国土交通省国土計画局作成

注 ：輸送力、輸送人員は、昭和６０年度を１００とした伸び。
混雑率＝（輸送人員）÷（輸送力）（％）。
東京圏の主要なJR、地下鉄、大手民鉄路線（３１路線）最混雑区間の平均値。

資料：国土交通省資料により国土交通省国土計画局作成

資料：「外国貿易概況」（（財）日本関税協会）により国土交通省国土計画局作成

110



26,11330,325
27,29727,297

28,67528,675

22,54622,546

2,8272,827

27,297
28,818

29,558 30,956
28,675

25,169

31,051
29,133

24,734
22,546

20,165

14,605

11,712
8,701

5,354
2,827

961945

19,465 19,277 20,696

20,678

9331,7461,8271,54074072
1,480 1,185 919 840

平成5 6 7 8 9 10 11 12 13 15 1614
0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000
（百万回） 

PHS　　　　携帯電話　　　　加入電話 （年度） 

75～ 
50～74 
25～49 
０～24 輸出 輸入 

37.4 40.7 40.7 42.1 44.7
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平成11 12 13 14 （年） 15

東京湾　輸入（百万ｔ）　　　 東京湾　輸出（百万ｔ）　　　東京湾（％） 
大阪湾（％）　　　　　　　　伊勢湾（％）　　　　　　　　その他（％）　　 

●５‐４ 成田国際空港の輸出入貨物の背後圏

各都道府県の輸出入航空貨物に占める成田空港のシェア（%）

●５‐５ 首都圏における外貿コンテナ取扱貨物量と三大湾のシェア

●５‐６ 首都圏における各種電話の発信量

資料：「輸出入貨物に係る物流動向調査（平成１６年９月）」（財務省関税局）により国土交通省国土計画局作成

資料：「港湾統計（年報）」（国土交通省）により国土交通省国土計画局作成

資料：「トラヒックからみた我が国の通信利用状況」（総務省）により国土交通省国土計画局作成

首
都
圏
整
備
に
関
す
る
各
種
デ
ー
タ
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東京都 

東京港 

千葉港 

千葉県 

木更津港 

横須賀港 

明鐘岬 

剱崎 

神奈川県 

川崎港 

横浜港 

羽田空港 

●５‐７ 東京湾岸地域の埋立の変遷

資料：国土交通省国土計画局調べ
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